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平成18年度独立行政法人統計センターの業務の実績に関する 

項目別評価調書（案） 

 

 



独立行政法人統計センターの業務の実績に関する項目別評価調書（案） 
中期計画の該当項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 業務運営の高度化・効率化に関する事項 

■中期計画の記載事項 

(１) 情報通信技術を最大限に活用して業務の高度化・効率化を推進するための基盤を積極的に整備する。 
(２) 業務運営の高度化・効率化の推進に伴い、充実・拡充を図るべき分野への職員の重点的配置を進めつつ、計画的に常勤職員数の削減を行っていくものとする。 
(３) 業務手法・体制等の見直しや文書のペーパーレス化の推進等により、業務運営を効率化することを通じ、業務経費（運営費交付金の総額から、退職手当を含む人
件費及び周期統計調査に係る経費を除いたもの）について、新規追加、拡充部分を除き、期初年度に対する期末年度の割合を９７％以下にする。 

(４) 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日 閣議決定）を踏まえ、平成17年度を基準として、平成18年度から平成22年度までの５年間で５％以上の人員の削減
を実現するため、今中期目標期間の４年目及び５年目に当たる平成18年度及び平成19年度の２年間において２％以上の人員の削減に取り組む。また、役職員の給与
に関し、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与規程等の見直しを進める。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

(１) 情報通信技術を活用し
た基盤整備 

・ 情報共有化を更に推進するため、製表
業務に関し蓄積された文書情報の所在
や内容等を容易に検索できる機能を持
ったシステムを導入するとともに、よ
り全体的に情報を共有できるシステム
の在り方について引き続き検討を行
う。 

 
・ 管理事務における職員情報の入力事務
を効率化するため、各課が管理してい
る職員情報に関するデータを一つのデ
ータベースに共有させる「職員情報検
索システム」の構築・導入を行う。 

 

① 製表業務に関する文書検索システムの導入 

製表業務の多様化とともに、電子化された資料等が増加してきていることから、情報利用の利

便性を図ることにより更に情報の共有化を推進するため、文書検索システムを平成19年３月に導

入した。 

 

② 統計センター全体の情報共有化の推進 

イントラネットの充実による統計センター全体の情報共有化を一層推進するため、文書類の発

送手続等並びにＩＳＭＳ構築及び業務・システムの最適化計画策定に関する情報を新たに追加す

るとともに、イントラネットを通じて、職員名から職員情報(所属、内線番号、メールアドレス)

を検索することができる職員情報検索システムを構築・導入し、職員の利便性を図ることにより、

組織運営の効率化を推進した。 
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 ・ 家計調査の製表事務の高度化・効率化
を図るため、新たな製表システムの開
発を推進する。 

家計調査の製表システムを刷新するとともに、更なる効率化を実現するため、新たな製表シス

テムのプロトタイプシステムの開発・評価を実施し、その評価結果を踏まえ、本システムの開発

に着手した。 

また、業務の効率化を図るため、紙媒体で使用している世帯票の画像データ化及び総務省統計

局から提示される各種コンスタントデータの取込機能の開発を行うとともに、人手で行っている

進行管理をシステム化し、的確な人員投入量の把握により、要員の適正配置と製表期間の短縮に

向けた検討を行っている。 

  

 

 ・ プログラム開発の進捗と実績の管理や
計画策定を的確に行うためのプロジェ
クト管理システムを運用し、プログラ
ム開発の適切な進捗管理を行うととも
に、蓄積した実績情報を活用した計画
策定を試行的に行う。 

プロジェクト管理システムによる各種システム開発の進捗管理及び実績情報の蓄積を継続する

とともに、情報通信技術関連企業等における一般的な工数見積り方法を調査し、統計センターに

最適な工数の見積り方法を検討・検証した。平成19年度においては、一部のシステム開発計画の

策定で試行的に適用する予定である。 

 ・ 費用の低減を図るため、ホストコンピ
ュータからクライアント／サーバシス
テムへ移行するための検討を行うとと
もに、移行対象となる集計システムプ
ログラム等の開発に順次着手する。 

ホストコンピュータからクライアント／サーバシステムへの全面移行を実現するため、ホスト

コンピュータ移行プロジェクトを設置し、各種統計調査集計システムの移行スケジュールを策定

するとともに、平成18年社会生活基本調査集計システム及び地域メッシュ統計集計システム等の

クライアント／サーバシステム化を推進した。 

 

 ・ プログラム開発業務の効率化を図るた
め、市販の汎用ソフト・ツールの研修
を実施するとともに、適用調査の拡大
を図る。また、正確性の確保を図るた
め、ＰＣ集計の標準的な集計システム
として、市販の汎用ソフト・ツールを
活用したサマリーシステムを整備す
る。 

① 市販の汎用ソフト・ツールを活用したサマリーシステムの整備 

ホストコンピュータからクライアント／サーバシステムへの移行方針を踏まえ、開発の標準化

を図るため、各種統計調査集計での適用を可能とする汎用サマリーシステムの第１次開発を行い、

平成18年社会生活基本調査に適用した。 

            

② 市販の汎用ソフト・ツールを活用した集計の拡大 

 業務の標準化を通じた効率的な業務運営、製表の受託推進のための受入体制の整備、品質管理

の推進等を目的として、市販の汎用ソフト・ツールを活用した集計の拡大を図っており、平成18

年度は、平成17年国勢調査従業地・通学地集計その１、東京都生計分析調査(平成18年報)につい

て、市販の汎用ソフト・ツールを活用した集計システムを開発した。 
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 ・ 現行ＬＡＮ機器の高度化・効率化を更
に推進するため、次期ＬＡＮシステム
への切替えのための検討を開始する。

業務の高度化・効率化を推進するための基盤整備として、平成20年にＬＡＮシステムの切替え

を予定しており、平成18年度は、コスト削減、効率化実現のための機器構成等の検討を行った。 

 

(２) 充実・拡充分野への職
員の配置 

・ 情報処理及び研究分野への職員の配置
を増加させる。 

情報処理課に８人を増員配置し、アーキテクチャを担当する体制を整備した。また、研究セン

ターに１人を増員配置するとともに、外部研究者を非常勤職員として１人採用し、製表技術に関

する研究体制を一層充実した。 
 

(３) 業務手法・体制等の見
直しによる業務経費の
削減 

・ 両面コピーの徹底、電子メール及び掲
示板の活用等により、一層のペーパー
レス化を推進し、業務運営における経
費削減を図る。特に、管理部門におい
ては、コピー用紙の年間使用量を対前
年度比５％以上削減する。 

引き続き両面印刷の徹底や電子メールの活用等により、ペーパーレス化を一層推進した結果、

総務部門のコピー用紙使用量は対前年度比5.1％の削減となり、平成18年度年度計画の目標である

5.0％削減を達成するとともに、統計センター全体では6.1％の削減となった。 

 

 ・ ホストコンピュータ運用業務の見直し 各種統計調査集計システムのクライアント／サーバシステム化の進捗に応じ、ホストコンピュ
ータの利用が逓減していくことを踏まえ、ホストコンピュータ運用業務の見直しを行い、平成18
年度のホストコンピュータ運用に係る経費を1450万円削減した。 
 

 ・ 業務経費の長期的な削減に資するた
め、管理事務に係る各種システムのう
ち工程管理システムと人事・給与シス
テムの一元化を行う。 

ＥＲＰパッケージにより、新工程管理システムと新人事・給与システムを一元化し、データの

共有化等による業務運営の効率化を実現した。 

一元化による経費の見通しについては、旧システムのまま運用した場合との比較でみると、完

全に新システムに切り替わる平成19年度以降、大幅な経費の縮減(年間約3500万円)が図られるこ

ととなる。なお、導入経費(約7300万円)は、約２年間の運用後(平成20年度)には回収できると見

込まれる。 
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(４) 行政改革の重要方針を
踏まえた人員の削減 

・ 平成18年度、19年度の２年間において
２％以上の人員の削減を実現するた
め、業務の効率化により、18年度は８
人の職員を削減する。 

「行政改革の重要方針」(平成17年12月24日閣議決定)を踏まえ、国家公務員の定員の純減目標

に準じた人員削減の取組を行うとともに、給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを実施して

いる。 

  

① 人員の削減 

 業務の効率化により、平成18年度年度計画の目標である常勤職員８人削減を実現した(年度末常

勤職員数は901人)。 

 

② 給与水準の現状 

給与水準については、「一般職の職員の給与に関する法律」に準じた給与規則を適用している

ものの、組織・職員構成の違い等から「独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準(平

成17年度)」における対国家公務員指数は「89.8」となっている。 

 

当該業務に係る事業費用 64,911千円 当該業務に従事する職員数 901人の内数 

■当該項目の評価  

【評価結果の説明】 
 

「必要性」： 

 

「効率性」： 

 

「有効性」： 
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中期計画の該当項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
２ 効率的な人員の活用に関する事項 

■中期計画の記載事項 

効率的な製表業務の推進に必要となる高度な技術の継承・発展を図るため、研修等の職員の能力開発を積極的に行う。また、組織体制を見直し、業務の性格に応じた
機能別の組織体制とするとともに、人員の重点的配置を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ・ 外部研修・セミナー等へ職員を積極的
に派遣し、情報処理技術等専門的能力
の向上を図る。また、ＰＣ活用能力を
育成するために、新規採用職員研修の
カリキュラムを見直す。 

① 統計センターにおける内部研修の見直し及び外部研修等への職員の派遣 

内部研修について、実習を繰り返すことで能力が高められる体験型学習を多く取り入れ、より

効果的な研修内容とするとともに、「統計行政の改革をめぐる諸問題」等業務に密接なテーマを設

定した特別講演会を実施した。 

また、外部研修等として、各省等が実施する研修会、セミナー等に積極的に職員を派遣した。 

これらにより、職員の能力・資質の向上及び業務に資する知識の習得を一層推進した。 

平成18年度は、内部研修延べ792人、外部研修等延べ351人、合計延べ1,143人が受講した(職員

一人当たり１回に相当)。 

 

② 各課室等における業務研修の実施 

 内部研修及び外部研修等に加え、各課室等において、それぞれの業務に必要な知識を有する人

材を育成するためや製表業務を統一的かつ正確、迅速に処理するため、業務研修を実施した。平

成18年度は、延べ4,878人が受講した(職員一人当たり５回に相当)。 

 

 ・ 目標による管理の手法を活用して、職
員自らが業務に必要な能力を身に付け
るような環境の定着を図る。 

平成17年度に引き続き、「目標による管理」の手法を用いたＳＴＥＰ制度に係る情報のイント

ラネットへの掲示、質疑応答の実施等同制度の定着化への取組を推進した。なお、ＳＴＥＰ制度

の定着度を測定することを目的に、同制度の実施状況を調査した結果、実施状況は100％であっ

た。 
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 ・ 機動的・重点的な業務運営の観点から、

業務体制の見直し・点検を実施する。

平成18年４月１日の組織改正で、情報処理課にアーキテクチャ担当を設置し、システム設計及

びプログラミングの標準化を推進するとともに、システム運用第３担当を設置し、製表部内に分

散していたＰＣによる各種処理システムについて、その運用を集約化することにより、情報処理

部門の技術・精度の高度化及び効率的な運用を推進した。また、製表グループにおいては、業務

の繁閑等に応じて機動的に製表要員を配置できるよう担当編成の見直しを行い、製表業務の効率

的かつ機動的な運用を一層推進した。 

 

当該業務に係る事業費用  当該業務に従事する職員数 901人の内数 

■当該項目の評価  

【評価結果の説明】 
 

「必要性」： 

 

「効率性」： 

 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
３ 業務・システムの最適化に関する事項 

■中期計画の記載事項 

「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」（平成17年６月29日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）に基づき、システムコスト削減、システム
調達における透明性の確保及び業務運営の合理化を実現するため、国の行政機関の取組に準じて、刷新可能性調査等を通じ、平成19年度末までのできる限り早期に業務・
システムに関する最適化計画を策定する。その策定に当たっては、業務運営の効率化・合理化に係る効果・目標を数値により明らかにする。なお、策定した最適化計画
は速やかにインターネットの利用その他の方法により公表する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ・ 「業務・システム最適化計画」の策定

に向けて、その準備作業として、刷新可

能性調査等を外部に委託して実施し、平

成 18 年１月に採用したＣＩＯ(情報化統

括責任者)補佐官の知見を活用しつつ、当

該調査結果等を踏まえた見直し方針を策

定する。 

年間のシステム運用に係る経常的な経費が１億円以上のシステム及び当該システム上の業務

（製表業務）を対象とした業務・システムの最適化計画を策定するため、最適化計画策定プロジ

ェクト・チームを設置するとともに、企画競争で支援業者を選定し、「業務・システム最適化計画

策定指針(ガイドライン)」(平成18年3月31日各府省情報化統括責任者(ＣＩＯ)連絡会議決定)に準

じて現状分析及び課題抽出を行い、平成19年３月に業務・システムの見直し方針を策定した。 

当該業務に係る事業費用 40,189千円 当該業務に従事する職員数 901人の内数 

■当該項目の評価  

【評価結果の説明】 
 

「必要性」： 

 

「効率性」： 

 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 

   （１）国勢調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごとに
定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の製表業務
内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護のために必要な
措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精度
の高い製表結果を期限までに提出する。

イ 製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。 

１ 製表業務の実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

 

 

 提 出 状 況 
  区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度
満足度 投入量 

抽出速報集計 18. 6 18. 5.31 ○ 

第１次基本集計 18.10 18.10.18 ○ 

第２次基本集計 19. 1 18.12.25 ○ 

第３次基本集計 
平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

抽出詳細集計 
平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

従業地・通学地集計

その１ 
19. 3 19. 2.28 ○ 

第１次基本集計に関

する小地域集計 
19. 1 19. 1.16 ○ 

平成17

年調査

 

第２次基本集計に関

する小地域集計 

平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

○ ○ 

実績 

87,755 

人日 

 

対従来比 

791人日 

(１％)増 

 

※ 

製表基準書

の変更等を

除くと 

対従来比 

1,953人日 

(２％)減 
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ア 投入量 

製表基準書の変更、調査関係書類の追送等による修正事務が増加したこと並びに抽出速報集計に係る

資料整理事務及び抽出詳細集計に係る格付事務を前倒ししたこと等により、人員が増加(対従来比6,925

人日)した。 

一方、符号格付事務及び符号検査事務におけるシステムの高度化、結果表審査事務のシステム化等に

より、事務の効率化(対従来比△6,134人日)を図った。 

この結果、対従来比791人日(１％)の増加となったが、製表基準書の変更、調査関係書類の追送等に

よる修正事務が増加したこと、抽出速報集計に係る資料整理事務及び抽出詳細集計に係る格付事務を前

倒ししたことによる人員の増加分(対従来比2,744人日)を除くと、対従来比1,953人日(２％)の減少とな

る。 

 

イ 特記事項 

 平成17年国勢調査の製表に当たっては、前回調査に比べ、統計センターへの調査票の提出期限が約３

週間延長されたこと、第３次基本集計及び抽出詳細集計の公表時期がそれぞれ約３か月、６か月早期化

されたことにより、全体の製表期間が大幅に短縮されたことで業務の負担増となっているが、総務省統

計局の要望どおりに対応している。 

 

第３次基本集計に関

する小地域集計 

平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

従業地・通学地集計

その１に関する小地

域集計 

平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

第１次基本集計に関

する旧市町村別集計
18.10 18.10.18 ○ 

第２次基本集計に関

する旧市町村別集計
19. 1 18.12.25 ○ 

第３次基本集計に関

する旧市町村別集計

平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

 

事後調査集計 
平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

″ ″ ″ 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 87,755人日 
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■当該項目の評価  

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 
（２）事業所・企業統計調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごと
に定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の製表
業務内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護のために
必要な措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精度
の高い製表結果を期限までに提出する。

イ 製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。 

１ 製表業務の概要 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

 

 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度
満足度 投入量 

速報集計  
平成 19 年度

に継続 

平成19年度

に継続 
－ ○ ○ 

実績 

6,490 

人日 

 

対従来比 

401人日 

(６％)減 

 

※ 

業務の前倒しを

除くと 

対従来比 

953人日 

(14％)減 
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ア 投入量 

確報集計に係る準備事務の前倒し等により、人員が増加(対従来比832人日)した。 

一方、乙調査票の電子媒体形式への変更に伴い、内容審査事務をシステム化し、事務の効率化(対

従来比△1,233人日)を図った。 

この結果、対従来比401人日(６％)の減少となったが、確報集計に係る準備事務の前倒しによる人

員の増加分(対従来比552人日)を除くと、対従来比953人日(14％)の減少となる。 

   

イ 特記事項 

調査票甲及び調査区内事業所名簿のプレプリントの内容について、都道府県からの調査区修正情

報の報告漏れや報告誤りが原因で、調査区番号等に一部誤りがあることが判明した。このため、調

査への影響を考慮し、総務省統計局からのプレプリントデータの修正、再作成の要請にこたえるこ

ととし、45県分(6,855事業所)について調査開始までに対応を行った。 

これにより、業務の負担増となったが、同局の要望どおりに対応した。 

また、調査票乙及び本社等一括調査のデータチェック審査等において、統計センターが直接、府

省・都道府県又は調査対象企業へ疑義照会を行う等して、正確性の確保と調査集計業務全体の合理

化を図ることにより、同局への支援・協力に努めている。 
 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 6,490人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
 

 12



 

中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 
（３）全国消費実態調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごと
に定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の製表
業務内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護のために
必要な措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精度
の高い製表結果を期限までに提出する。

イ 製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。 

１ 製表業務の概要 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 投入量 

事後の整理事務等の人員が減少(対従来比△120人日)した。 

 

イ 特記事項 

総務省統計局からの製表基準書について、提示の遅れ、内容不備、提示後の変更等により、事務の

進捗に支障が発生した。 

これにより、業務の負担増となったが、同局の要望どおりに対応した。 
 

提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 投入量 

分析表その２(各種

係数、所得分布) 
18. 9 18. 8.18 ○ ○ ○ 

実績 

295 

人日 

 

対従来比 

120人日 

(29％)減 
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当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 295人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 

  （４）社会生活基本調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ご
とに定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の
製表業務内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護の
ために必要な措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精度
の高い製表結果を期限までに提出する。

イ 製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。 

１ 製表業務の実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 投入量 

結果表数の増加及び結果表自動審査の拡充のための準備等により、人員が増加(対従来比1,207

人日)した。 

一方、総務省統計局からの推計乗率データの提供が遅れたことにより、結果表審査事務の着手

が遅れたため、人員が減少(対従来比△1,033人日)した。 

この結果、対従来比174人日(２％)の増加となった。 
 
 

提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期限 適合度
満足度 投入量 

調査票Ａに係る集計 
平成19年度に

継続 

平成19年度に継

続 
－ 

調査票Ｂに係る集計 
平成19年度に

継続 

平成19年度に継

続 
－ 

○ ○ 

実績 

7,768 

人日 

 

対従来比 

174人日 

(２％)増 
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当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 7,768人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 

  （５）労働力調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごとに
定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の製表業務
内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護のために必要な
措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精度
の高い製表結果を期限までに提出する。

イ 製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。 

１ 製表業務の実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 
 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 投入量 
業務の繁閑に即応した人員配置、職員の専門性の向上、品質管理の徹底等により、事務の効率化(対
前年度比△42人日)を図った。 
 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 投入量 

毎月 
調査月の翌月

下旬 

調査月の翌月下旬に

終了 
○ 

四半期平均 
四半期末月の

翌月下旬 

四半期末月の翌月下

旬に終了 
○ 

半期平均 
半期末月の翌

月下旬 

半期末月の翌月下旬

に終了 
○ 

年平均 19. 1 19. 1.25 ○ 

基本

集計

年度平均 
平成19年度に

継続 
平成19年度に継続 － 

四半期平均 
四半期末月の

翌々月の月末 

四半期末月の翌々月

の月末に終了 
○ 詳細

集計
年平均 19. 2 19. 2.27 ○ 

○ ○ 

実績 

5,855 

人日 

 

対前年度比 

42人日 

(１％)減 
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当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 5,855人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 
（６）小売物価統計調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごとに
定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の製表業務
内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護のために必要な
措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精
度の高い製表結果を期限までに提出す
る。 

イ製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。

１ 製表業務の実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 提 出 状 況 

区 分 
予 定 実 績 期 限 適合度

満足度 投入量 

東京都区部 調査月下旬 
調査月下旬に

終了 
○ 

全国 
調査月の翌月下

旬 

調査月の翌月

下旬に終了 
○ 

小売物価

統計調査

製表業務

年平均 

12月調査分の完

了時期 19. 1.17 ○ 

○ ○ 

実績 

9,380 

人日 

 

対前年度比 

383人日 

(４％)減 
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ア 投入量 

業務の繁閑に即応した人員配置、職員の専門性の向上、品質管理の徹底等により、事務の効率化(対

前年度比△383人日)を図った。 

 

イ 特記事項 

消費者物価指数については、平成17年基準改定に伴って、平成17年８月から19年１月までの間、平成

12年基準と平成17年基準の比較時価格作成を行った。また、平成17年１月分から18年５月分までの指数

について、平成17年基準で公表するために遡及集計した結果の審査を行った。 

これにより、業務の負担増となったが、総務省統計局の要望どおりに対応した。 

 

東京都区部 調査月下旬 
調査月下旬に

終了 
○ 

全国 
調査月の翌月下

旬 

調査月の翌月

下旬に終了 
○ 

四半期平均 

３、６、９、12月

調査分の完了時

期 

３、６、９、

12月調査分の

完了時期に終

了 

○ 

半期平均 
６、12月調査分の

完了時期 

６、12月調査

分の完了時期

に終了 

○ 

年平均 
12月調査分の完

了時期 
19. 1.23 ○ 

年度平均 
３月調査分の完

了時期 
19. 4終了予定 － 

消 費 者

物 価 指

数 に 関

す る 製

表業務 

 

 

 

地域差指数 
平成19年度に継

続 

平成19年度に

継続 
－ 

″ ″ ″ 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 9,380人日 

■当該項目の評価   
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【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 

  （７）家計調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごと
に定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の製表
業務内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護のために
必要な措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精度
の高い製表結果を期限までに提出する。

イ 製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。 

１ 製表業務の実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期限 適合度
満足度 投入量 

全数 
調査月の翌月下

旬 

翌月28日頃に終

了 
○ 二人以

上の世

帯 非農林 
調査月の翌々月

上旬 

翌々月５日頃に

終了 
○ 

単身世

帯 
全数 

調査月の翌々月

中旬 

翌々月11日頃に

終了 
○ 

総世帯 全数 
調査月の翌々月

中旬 

翌々月11日頃に

終了 
○ 

四半期平均 
２、５、８、11

月の中旬 

２、５、８、11

月の中旬に終了
○ 

家計

収支

編 

年平均 ２月中旬 ２月中旬に終了 ○ 

○ ○ 

実績 

31,731 

人日 

 

対前年度比 

3,851人日 

(11％)減 
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非 農

林 

調査月の４か

月後の下旬 

調査月の４か

月後の下旬に

終了 

○ 
二 人 以

上 の 世

帯 
全数 

調査月の４か

月後の下旬 

調査月の４か

月後の下旬に

終了 

○ 

四半期平均 

家計収支編の

公表から３か

月後 

家計収支編の

公表から３か

月後に終了 

○ 

貯蓄・負

債編 

年平均 

家計収支編の

公表から３か

月後 

家計収支編の

公表から３か

月後に終了 

○ 

全数 調査月の翌々

月上旬 

翌々月５日頃

に終了 
○ 

二 人 以

上 の 世

帯 非 農

林 

調査月の翌々

月上旬 

翌々月５日頃

に終了 
○ 

単 身 世

帯 

全数 調査月の翌々

月中旬 

翌々月11日頃

に終了 
○ 

総世帯 全数 調査月の翌々

月中旬 

翌々月11日頃

に終了 
○ 

四半期平均 

２、５、８、

11月の中旬 

２、５、８、

11月の中旬に

終了 

○ 

合成数値

編 

年平均 
２月中旬  ２月中旬に終

了 
○ 

二人以上の世帯 18.11 18.10.31 ○ 平成17年

調査準調

査世帯集

計 
単身世帯 18.11 18.10.31 ○ 

二人以上の世帯 
平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

平成18年

調査準調

査世帯集

計 
単身世帯 

平成19年度に

継続 

平成19年度に

継続 
－ 

″ ″ ″ 
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ア 投入量 

 公表早期化(集計期間短縮)に対応するための符号格付・入力事務の品質検査方法の見直し、製表

体制の見直し、業務の繁閑に即応した人員配置、職員の専門性の向上、品質管理の徹底等により、

事務の効率化(対前年度比△3,851人日)を図った。 

    

イ 特記事項 

平成18年２月調査分から実施した結果集計の早期化を更に安定して実現させるとともに、製表業

務の効率化を図るため、総務省統計局に対して審査方法等の見直しを提案する等して、連携強化や

事務合理化支援を行った。 

このほか、同局からのチェック処理の変更や結果表の新規追加の依頼にも対応した。これらによ

り、業務の負担増となったが、同局の要望どおりに対応した。 

 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 31,731人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 

  （８）個人企業経済調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごとに
定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の製表業務
内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護のために必要な
措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精度
の高い製表結果を期限までに提出する。

イ 製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。 

１ 製表業務の実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

  
 
 

提 出 状 況 
区 分 集計区分

予 定 実 績 期 限 適合度
満足度 投入量 

速報集計

18. 5 

18. 8 

18.11 

19. 2 

18. 5. 9

18. 8. 3

18.11. 2

19. 2. 2

○ 

確報集計

18. 5 

18. 8 

18.11 

19. 2 

18. 5.26

18. 8.25

18.11.20

19. 2.23

○ 

動向調査票の製表

業務(平成18年１～

３月期、４～６月

期、７～９月期、10

～12月期) 

平成17年

度集計 
18. 5 18. 5.26 ○ 

平成17年調査 構

造調査票に関する

製表業務 

平成17年

集計 
18. 6 18. 6.23 ○ 

○ ○ 

実績 

1,044 

人日 

 

対前年度比 

271人日 

(21％)減 
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ア 投入量 

 業務の繁閑に即応した人員配置、職員の専門性の向上、品質管理の徹底等により、事務の効率化(対

前年度比△271人日)を図った。 

  

イ 特記事項 

総務省統計局において、統計調査の企画を除く調査の実施に関する業務を民間に包括的に委託する

民間開放・市場化テストの本格導入に向けて、個人企業に関する経済調査(平成18年７月～９月期(１

期目)及び18年10月～12月期(２期目))が実施された。 

統計センターでは、同局からの要請を受け、この調査の調査票、調査対象事業所名簿及び書き直し

た元の調査票に係る製表(結果表延べ48表)を個人企業経済調査の製表と並行して行った。 
 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 1,044人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事項 

  （９）科学技術研究調査 

■中期計画の記載事項 

総務省が実施する国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるものについて、総務省が明示した基準に基づいて事務を進め、総務省が集計区分ご
とに定める期限までに、該当区分の製表結果を総務省に提出する。なお、これらの事務遂行に当たっては、製表結果の精度を確保するため、必要に応じ、前回調査等の
製表業務内容を検証し、審査事務等の事務体制の整備を行うとともに、事務処理マニュアルの作成等を行い事務の透明化を図る。また、プライバシー等の秘密の保護の
ために必要な措置を講じる。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ア 総務省が明示した基準に基づいて精度
の高い製表結果を期限までに提出する。

イ 製表結果の精度を確保するための対策
を講じるとともに、セキュリティポリシ
ーの浸透を図るとともに、自己チェック
を実施した上で、外部の者による診断等
の受査を検討するなど、対策を継続的に
推進し、セキュリティの向上を図る。 

１ 製表業務の実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 
表 製表業務の実施状況 

  

ア 投入量  

 業務の繁閑に即応した人員配置、職員の専門性の向上、品質管理の徹底等により、事務の効率

化(対前年度比△237人日)を図った。 
 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度
満足度 投入量 

平成18年調査 18.12 18.12. 4 ○ ○ ○ 

実績 

1,481 

人日 

 

対前年度比 

237人日 

(14％)減 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 1,481人日 

■当該項目の評価   
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【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 

「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
   

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

 受託製表に関する事務 

  (1) 実施状況 

製表業務全体の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 投入量 

新規業務への対応等により、人員が増加(対従来比318人日)した。 

 

 提 出 状 況 
区 分 

期 限 適合度 
満足度 投入量 

受託調査 ○ ○ ○ 

実績 

9,063 

人日 

 

対従来比 

318人日 

(４％)増 
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （１）人事院職員福祉局委託業務（民間企業の勤務条件制度等調査） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 民間企業の勤務条件制度等調査 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

          提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度
満足度 

平成17年調査 18. 4 18. 4.19 ○ 

平成18年調査 19. 3 19. 2.27 ○ 

○ ○ 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 229人日 

■当該項目の評価  

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
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「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 

  （２）人事院給与局委託業務（国家公務員給与等実態調査、職種別民間給与実態調査、家計調査特別集計（標準生計費関係・住宅関係・各分

位関係）、平成16年全国消費実態調査特別集計（標準生計費関係・各分位関係）） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 国家公務員給与等実態調査 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度
満足度 

平成18年調査 18. 8 18. 7.27 ○ 

平成19年調査 平成19年度に継続 平成19年度に継続 － 

○ ○ 
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２ 職種別民間給与実態調査 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 
表 製表業務の実施状況 

 
３ 家計調査特別集計（標準生計費関係・住宅関係・各分位関係） 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成18年調査 18. 7 18. 7.13 ○ ○ ○ 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成17年調査 18. 6 18. 5.19 ○ 

平成18年調査 19．6 19. 3. 9 ○ 

○ ○ 
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４ 平成16年全国消費実態調査特別集計（標準生計費関係・各分位関係） 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 特記事項 

 結果表の追加集計(17表分)を新たに受託した。 

 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度
満足度 

平成17年度委託分 18. 6 18. 5.19 ○ 平 成 16

年調査 平成18年度委託分 19. 5 19. 2.28 ○ 
○ ○ 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 446人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （３）総務省人事・恩給局委託業務（国家公務員（特別職・自衛官）給与実態調査、国家公務員退職手当実態調査） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 国家公務員（特別職・自衛官）給与実態調査 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成17年度調査 18. 7 18. 6.26 ○ 

平成18年度調査 平成19年度に継続 平成19年度に継続 － 

○ － 

 35



２ 国家公務員退職手当実態調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 提出状況 

総務省人事・恩給局からの３か月の集計早期化(平成19年２月⇒平成18年11月)の要請に対応し

た。 

 

イ 特記事項 

総務省人事・恩給局からの集計早期化の要請により、集計期間が短縮され、スケジュールがひ

っ迫した状態であった。さらに、当初予定に含まれていなかった速報集計として、行政職俸給表

(一)の適用者約8,500名を対象とした結果表６表分が追加され、これに対応した。 

これらにより、業務の負担増となったが、同局の要望どおりに対応した。 

 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成18年度調査 19. 2 
18. 7.14(速報)

18.11.29 
○ ○ － 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 944人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （４）総務省統計局委託業務(家計消費状況調査) 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 家計消費状況調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 特記事項 

総務省統計局からの製表基準書の提示の遅れ、提示後の変更に加え、本集計開始後、同局から

の集計乗率の変更に伴う平成18年４月分から12月分までの遡及集計の依頼があり、これに対応し

た。 

これらにより、業務の負担増となったが、同局の要望どおりに対応した。 

なお、この調査は同局から新たに受託した。 

 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

毎月 
データ持込後３日

以内 

データ持込後３日以

内に終了 
○ 

四半期平均 
四半期末月の提出

と同時 

四半期末月の提出と

同時に終了 
○ 

平成18年平均 
第４四半期平均と

同時 

第４四半期平均と同

時に終了 
○ 

○ ○ 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 176人日 
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■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （５）公害等調整委員会事務局委託業務(公害苦情調査） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 公害苦情調査 

(1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 提出状況 

公害等調整委員会事務局からの調査票及び調査票データの提出の遅れ、データチェック審査事

務の疑義照会における疑義回答の遅れ及び製表基準書の変更により、終了予定時期が変更(平成18

年９月⇒平成18年11月)され、変更後の定められた期限までに製表結果を提出した。 
 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成17年度調査 
18. 9 

(18.11) 
18.11. 6 ○ ○ － 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 291人日 

■当該項目の評価   
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【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （６）財務省委託業務（家計調査特別集計(特定品目）） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 家計調査特別集計(特定品目） 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

  
 

２ 全国消費実態調査特別集計(年間収入) 

(1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況  

  

ア 特記事項 

 この調査は、財務省から新たに受託した。 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成17年調査 18.10 18.10.12 ○ 

平成18年調査 
平成19年度に継

続 

平成19年度に継

続 
－ 

○ ○ 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度
満足度 

平成16年調査 18.11 18.11. 2 ○ ○ － 
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当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 1,175人日 

■当該項目の評価  

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 

「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （７）厚生労働省委託業務（雇用動向調査、賃金構造基本統計調査） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集計
区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 雇用動向調査 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

下半期 18. 5 18. 5.17 ○ 

年計 18. 5 18. 5.29 ○ 

平成17年 

調査      

達成精度計算 18. 8 18. 5.29 ○ 

上半期 18.10 18.10.27 ○ 平成 18 年

調査   
達成精度計算

(上半期) 
19. 2 18.11.15 ○ 

○ ○ 
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２ 賃金構造基本統計調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

  

ア 提出状況 

 厚生労働省から提示された製表基準書に基づいて製表業務を行い、定められた期限までに製表結

果を提出したが、同省からの報告誤りに伴うデータ訂正依頼に対応したため、再集計を行い、事業

所票は平成18年12月、個人票は平成19年２月に製表結果の再提出を行った。 

 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

事業所票 18.10 18.12.26(再提出) ○ 平成18年 

調査 個人票 19. 1 19. 2. 9(再提出) ○ 
○ ○ 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 696人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （８）経済産業省委託業務(平成19年商業統計調査） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 平成19年商業統計調査 

(1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 提出状況 
経済産業省から、地方分査用システム等の開発に関する製表基準書の変更があったため、終了
予定時期が変更(平成18年12月⇒19年１月)され、変更後の定められた期限までにシステム等を提
出した。 
 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成19年調査 
平成19年度に継

続 

平成19年度に継

続 
○ 

地方分査用システム等 
18.12 

(19. 1) 
19. 1.31 ○ 

○ ○ 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 47人日 

■当該項目の評価   
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【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （９）国土交通省総合政策局委託業務(内航船舶輸送統計調査、建設工事統計調査、建築着工統計調査、船員労働統計調査、建築物滅失統計調査、

住宅用地完成面積調査、建設総合統計） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集計
区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 内航船舶輸送統計調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

  

ア 提出状況 

内航船舶輸送実績調査７月分については、国土交通省総合政策局からの報告誤りに伴う個別デー

タ訂正依頼に対応したため、再集計を行い、製表結果を再提出した。 
 
 
 
 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成17年度自家用船舶輸

送実績調査 
18. 6 18. 6.27 ○ 

毎月  毎月25日前後 
毎月25日前後に

終了 
○ 

17年度計 18. 6 18. 6.29 ○ 

５月分 18. 8 18. 8.31 ○ 

内航船

舶輸送

実績調

査 18 年 達

成 精 度

計算 
11月分 19. 2 19. 2.28 ○ 

○ ○ 
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２ 建設工事統計調査 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 特記事項 

 建設工事施工統計調査のデータチェックリスト審査事務について、国土交通省総合政策局に対

し、データチェックリスト審査方法を逆提示するとともに、他業務とのスケジュールや要員の調整

等により、同局からの約１か月の集計早期化の要請に対応した。 

 

３ 建築着工統計調査 

  (1) 実施状況 

製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況  

 

  

 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成18年建設工事施工統

計調査 
19. 2 19. 1.23 ○ 

毎月 
データ持込後３

日以内 

データ持込後３

日以内に終了 
○ 

17年度計 18. 5 18. 5.12 ○ 

17年度報 18. 6 18. 5.19 ○ 

建設工事

受注動態

統計調査

18年計 19. 2 19. 2.15 ○ 

○ ○ 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

毎月 
データ持込後３

日以内 

データ持込後３

日内に終了 ○ 

平成17年度計 18. 4 18. 4.17 ○ 

平成18年計 19. 2 19. 1.22 ○ 

○ － 
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ア 提出状況 

平成18年３月分、10月分並びに平成17年度計については、国土交通省総合政策局からの報告漏れ、

重複報告に伴う個別データ訂正依頼に対応したため、再集計を行い、製表結果を再提出した。 

 

４ 船員労働統計調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況  

 

ア 提出状況 

平成17年一般船舶簡略調査12月分及び平成17年漁船調査については、国土交通省総合政策局から

の報告漏れに伴う個別データ訂正依頼に対応したため、再集計を行い、製表結果を再提出した。 

 

イ 特記事項 

平成18年特殊船調査について、調査票受付後、前回と比較して調査票枚数が減少していることか

ら国土交通省総合政策局に確認したところ、調査票の配布漏れが判明し、調査票の受付が予定より

３週間遅れたため、集計期間が短縮され、事務の進捗に支障が出た。 

このような業務の負担増となる影響があったが、同局の要望どおりに対応した。 
 
 
 
 
 
 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

一般船舶簡略

調査(12月分) 
18. 6 18. 6.14 ○ 

平成 17

年調査 

 漁船調査 18. 8 18. 8.16 ○ 

６月分 19. 1 18.12.25 ○ 一 般

船 舶

詳 細

調査  

達成精

度計算 19. 3 19. 2.14 ○ 

平成 18

年調査 

 

特殊船調査 19. 1 18.12.12 ○ 

○ ○ 
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５ 建築物滅失統計調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 
表 製表業務の実施状況 

 
６ 住宅用地完成面積調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

毎月 

調査票持込から

１か月以内 

調査票持込から

１か月以内に終

了 

○ 

平成17年計 18. 4 18. 3. 9 ○ 

平成17年度計 18. 6 18. 6.12 ○ 

○ － 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成18年調査 19. 2 19. 1.31 ○ ○ ○ 
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７ 建設総合統計 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

ア 提出状況 

平成18年３月分調査については、集計に使用している建築着工統計調査の報告誤りの影響により、

再集計を行い、製表結果を再提出した。 

また、平成18年４月分調査については、国土交通省総合政策局からのコンスタント提示誤りに対

応したため、再集計を行い、製表結果を再提出した。 

  

イ 特記事項 

国土交通省総合政策局から分類等の見直しによる結果表の変更に伴って、平成12年４月分から18

年３月分までの遡及集計の依頼があり、これに対応した。 

これにより、業務の負担増となったが、同局の要望どおりに対応した。 
 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

毎月 

 

 

 

 

 

建設工事統計調

査（建設工事受

注動態統計調

査）、建築着工統

計調査審査完了

から５日以内 

 

建設工事統計

調査（建設工事

受注動態統計

調査）、建築着

工統計調査審

査完了から５

日以内に終了 

○ 

平成17年度計 18. 5 18. 5.19 ○ 

平成18年計 19. 2 19. 2.14 ○ 

○ － 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 2,322人日 

■当該項目の評価  
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【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （10）国土交通省自動車交通局委託業務（旅客自動車運送事業輸送実績調査、貨物自動車運送事業輸送実績調査） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 旅客自動車運送事業輸送実績調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

２ 貨物自動車運送事業輸送実績調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 
表 製表業務の実施状況 

 

提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成17年度調査  19. 2 19. 2. 5 ○ ○ ○ 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成16年度調査 18. 9 18. 8.28 ○ 

平成17年度調査 平成19年度に継続 平成19年度に継続 － 

○ ○ 
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当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 609人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ２ 受託製表に関する事項 
  （11）都道府県委託業務(労働力調査都道府県別集計、平成15年住宅・土地統計調査県内ブロック別集計、平成17年国勢調査要計表による町丁・

字等別集計） 

■中期計画の記載事項 

府省等の委託を受けて行う次に掲げる統計調査の製表について、委託府省等と緊密な連携をとり、委託府省等が明示した基準に基づいて事務を進め、委託府省等が集
計区分ごとに定める期限までに、該当区分の製表結果を各府省等に提出する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 委託府省等が明示した基準に基づいて期
限までに製表結果を各府省等に提出する。

１ 労働力調査都道府県別集計 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

四半期平均 
四半期末月の翌

月下旬 

四半期末月の翌

月下旬に終了 
○ 

平成18年

調査 
年平均 19. 1 19. 1.30 ○ 

○ ○ 
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２ 東京都生計分析調査 

(1) 実施状況 
製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況 

  

 

ア 適合度 

平成18年６～12月分の結果のうち、一部の結果数値に誤りがあったため、訂正を行った。誤り

の再発防止策としては、品質管理を徹底するとともに、本集計結果に関して、結果表自動審査シ

ステムを強化する等の措置を講じた。 

 

イ 特記事項 

この調査は、東京都から新たに受託した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

毎月 

調査票持ち込み

の翌月中旬 

調査票持ち込み

の翌月中旬に終

了 

○ × 

平成18年10か月報 19. 1 19. 1.19 ○ ○ 

平成18年年報 19. 2 19. 2.26 ○ ○ 

－ 
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３ 国勢調査特別集計 

 (1) 実施状況 

 製表業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 製表業務の実施状況  

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成12年調査外国人特

別集計(大阪市) 
18. 5 18. 5.19 ○ 

平成17年調査第１次基

本集計特別集計(神奈川

県) 

19. 1 18.11.14 ○ 

平成17年調査第１次基

本集計特別集計(大阪

市) 

19. 3 19. 2.21 ○ 

○ ○ 

 

ア 特記事項 

これらの調査は、地方公共団体から新たに受託した。 

 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 2,128人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  ３ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項 

■中期計画の記載事項 

国勢調査及び事業所・企業統計調査の結果を用いた地域メッシュ統計、社会生活統計指標、推計人口等の加工統計の作成を始めとする統計の作成及び利用に必要な情
報の蓄積、加工その他の処理について、総務省が明示した基準に基づいて事務を実施する。 
また、統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理を行うための担当を明確化するなど、体制整備を行うとともに、研修の充実や情報処理に関する専
門知識を有する者の採用等により、これに必要な知識やノウハウを有する人材の確保・育成に努める。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ・ 次の事項について、総務省が明示した
基準に基づいて情報の蓄積、加工その
他の処理を行う。 
（１）統計情報データベースシステム 
（２）局内時系列データベース 
（３）平成17年に実施された国勢調査に

関する地域メッシュ統計 
（４）社会・人口統計体系 
（５）人口推計 
（６）住民基本台帳人口移動報告 
（７）事業所・企業データベース 

 

 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事項 

  (1) 実施状況 

業務全体の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 業務の実施状況 

 

 

ア 投入量 

 製表基準書の変更等業務量の増加に伴い、人員が増加(対従来比121人日)した。 
 
 
 
 
 

提 出 状 況 
区 分 

期 限 適合度 
満足度 投入量 

加工統計関係調査 ○ ○ ○ 

実績 

3,052 

人日 

 

従来比 

121人日 

(４％)増 
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１ 統計情報データベースシステム 

(1) 実施状況 
業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 業務の実施状況 

 

２ 局内時系列データベース 

(1) 実施状況 
業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 業務の実施状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  登 録 状 況 

区 分 
予 定 実 績 

期 

限 
適合度 

満足度 

当該システムの運用 

収録データの拡充整備 

収録データの公

表時に随時対応 

収録データの公

表時に随時終了
○ ○ ○ 

  登 録 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

収録データの拡充整備 
収録データの公

表時に随時対応

収録データの公

表時に随時終了
○ ○ ○ 
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３ 地域メッシュ統計関係 

(1) 実施状況 

業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 業務の実施状況 

 

４ 社会・人口統計体系 

(1) 実施状況 

業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 業務の実施状況 

 

ア 提出状況 

平成18年度都道府県データの収集・整備については、総務省統計局からの製表基準書の変更に

より、終了予定時期が変更(平成18年11月⇒平成18年12月)され、変更後の定められた期限までに

製表結果を提出した。 

 

 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成17年に実施された国

勢調査に関する地域メッ

シュ統計世界測地系集計

「その１」（人口、世帯、

産業） 

平成19年度に継

続 

平成19年度に継

続 
○ ○ ○ 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成17年度市区町村デー

タの収集・整備 18. 4 18. 4.10 ○ 

平成18年度都道府県デー

タの収集・整備 

18.11 

(18.12) 
18.12. 6 ○ 

平成18年度市区町村デー

タの収集・整備 
平成19年度に継続 平成19年度に継続 － 

○ ○ 
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５ 人口推計 

(1) 実施状況 

業務の実施状況は、表のとおりである。 

 
表 業務の実施状況 

 

ア 提出状況 

人口推計年報については、総務省統計局からの製表基準書の変更により、終了予定時期が変更

(平成19年２月⇒平成19年３月)され、変更後の定められた期限までに製表結果を提出した。 
 
６ 住民基本台帳人口移動報告 

(1) 実施状況 
業務の実施状況は、表のとおりである。 

 
表 業務の実施状況   

  

ア 提出状況 

平成18年年報については、総務省統計局からの製表基準書の変更により、終了予定時期が変更

(平成19年２月⇒平成19年４月)され、変更後の定められた期限までに製表結果を提出した。 
 
 
  

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

人口推計集計 

基礎人口連絡表 
毎月上旬 毎月上旬に終了 ○ 

人口推計年報 

結果表 

19. 2 

(19．3) 
19. 3.23 ○ 

○ ○ 

  提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

月報 調査月の翌月中旬
調査月の翌月中

旬に終了 
○ 結 果

表 出

力 18年年報 
19. 2 

（19. 4） 
19. 4終了予定 － 

○ ○ 
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７ 事業所・企業データベース 

(1) 実施状況 

業務の実施状況は、表のとおりである。 

 

表 業務の実施状況 

 

 提 出 状 況 
区 分 

予 定 実 績 期 限 適合度 
満足度 

平成18年度蓄積データ

の登録及び整備 
随時 随時終了 ○ ○ ○ 

当該業務に係る事業費用 7,479,474千円の内数 当該業務に従事する職員数 3,052人日 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
４ 技術の研究に関する事項 

■中期計画の記載事項 
より効果的効率的な製表技術の開発に資するための研究を専任で行う組織体制を整備するとともに、国際的な動向等に関する情報収集についても積極的に行いつつ、
必要に応じ、国内外の大学や官民の研究所、国際機関や諸外国の統計機関等の外部の機関との間で、技術協力や連携を図りながら、製表業務の高度化や製表結果の品質
向上などに重点を置いて研究を実施する。 
また、調査環境の変化や統計利用者のニーズの複雑多様化に対応すべく、当該研究の成果を的確に活用していくものとする。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 
小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 
 

・ 外部研究者を必要に応じて非常勤職員
として採用する。また、統計センター
内に設置する研究会等への外部研究者
の参加を推進する。 

外部研究者の積極的活用により研究体制を充実するため、欠測値の補定処理の研究を行う外部

研究者１人(平成17年度からの継続)とデータアーカイブの研究を行う外部研究者１人(新規)を非

常勤職員として採用するとともに、「データ・エディティング研究会」において、引き続き外部研

究者をメンバーとする等、研究体制の充実を図った。 

 

 ・ 研究計画 
ア データ・エディティングに関する研
究 

平成 17 年度における欠測値の補定

法の改善等についての新しい手法の研

究成果を踏まえ、18 年度は、外国統計

機関、研究機関等における最近の研究

動向を引き続き把握するとともに、効

果的な手法の研究を更に推進する。 

 

 

 

 

データ・エディティングに関する技術の向上及び業務の効率化に資するため、諸外国における

研究動向の把握に努めるとともに、経理項目の欠測値の補定法及び「世帯類型補定システム」の

労働力調査への適用に関する研究を実施した。 

 イ 統計分類の自動格付に関する研究 

国内外における関連研究の動向を引

き続き把握するとともに、社会生活基

本調査の製表業務における生活行動分

類の自動格付法の改善、産業分類自動

格付システムなどに関する研究を進め

る。 

 

 

 

 
分類格付事務の自動化を図るため、生活行動分類自動格付法及び市区町村コード自動格付に関

する研究を実施した。このうち、生活行動分類自動格付法に関する研究成果については、平成18
年社会生活基本調査の製表業務に活用することとした。 
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 ウ 統計ニーズの多様化に対応した製表
方法に関する研究 
外国統計機関、研究機関等における
最近の研究動向を把握し、オーダーメ
ード集計や新たな製表方法等統計ニー
ズの多様化に対応する方法に関する研
究を行う。 
 

 

 

統計ニーズの多様化に対応するため、統計調査の個票データを二次的利用のために保管・提供

するデータアーカイブに関する国内外の情報収集を行った。 

 

 エ 情報処理技術に関する研究 
(ｱ) プログラミング言語に関する研究
機種やＯＳに依存しないプログラ

ム言語といわれるJavaについて、今
後の統計調査等業務・システムの最
適化計画の動向を見据え、引き続き
研究を進める。 
 

 
統計調査等業務・システムの最適化計画に基づき整備される政府統計共同利用システム(オンラ

イン調査システム)において「Java」言語が推奨されていることから、同言語によるシステム開発

の効率性、品質の向上が可能となる開発環境及び処理時間の短縮等効率的なシステム処理が可能

となるソフトウェアについて情報収集を実施するとともに、外部研修の受講等により人材育成を

行った。 

 

 (ｲ) プログラミングの標準化等に関す
る研究 

プログラムの開発効率と品質向上

を図るため、今後開発する製表業務

システムについて、アーキテクチャ

（システム設計における基本的な考

え方やシステムの基本構造）の標準

化等を進める。 

 

 

 

システム設計における基本方針の企画、プログラム共有部品の企画・開発及び各種システムの

開発者に対する設計方針の指導・支援に関する業務を行うアーキテクチャ担当を新たに設置し、

各種システム設計、プログラミングの標準化を推進した。特に、家計調査及び平成18年社会生活

基本調査のシステム開発業務にアーキテクチャ担当を参画させ、標準化に向けた活動を実施した。

 

  オ その他(研究成果の発表) ① 製表技術参考資料等の刊行 

統計センターにおける製表技術の研究成果や国内外における製表技術の研究動向の調査分析結

果、製表業務のマネジメントを含む製表技術関連文献の翻訳等の資料を３冊刊行した。 

 

② 学会における研究発表 

社会生活基本調査における生活行動分類自動格付法の研究成果を日本統計学会(第74回大会)で

発表した。 

 

当該業務に係る事業費用  当該業務に従事する職員数 33人の内数 
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■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」： 
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中期計画の該当項目 第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

■中期計画の記載事項 

予算、収支計画及び資金計画については別添１による。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 ・ 適正な財務管理を行う。 

 

経常統計調査等に係る経費については、業務・システムの最適化計画策定及びＩＳＭＳ認証取
得に係る支援業務の民間委託経費等新規事業による増額があったものの、前期(17年度)に発生し
た管理業務システムの一元化に伴う工程管理システム及び専用機器の導入経費の減、ホストコン
ピュータ運用委託における委託業務内容の見直しによる経費削減等によって、新規事業の増額分
を吸収し、総額で対前期比約700万円(１％)の減額を達成した。 
一般管理費は、経年劣化した事務室等の補修作業の減少等により、対前期比約2700万円(12％)
の減額となった。 
これにより、当期(18年度)の削減対象経費は、期首(15年度)に比べ93.7％の割合となり、今中
期目標における目標値97％を大きく上回る経費の効率化を達成した。 
 
 

 ・ 給与手当等人件費の状況 役員及び常勤職員の給与については、職員の合理化減、超過勤務手当の減少等により、前期に
比べ約１億円(1.8％)の減額となった。 
一方、非常勤職員の給与については、平成17年国勢調査等の製表業務のため、要員を増加し、
前期に比べ約7600万円の増加となった。 
なお、上記のほか、法定福利費を含めた統計センター全体の人件費では、総額で約1100万円の
減額となっている。 
 
 

 ・ 予算と実績の乖離の是正について 平成18年度から、予算と実績の乖離の是正措置の一環として、過年度の予算未執行分の一部(4.7
億円(人件費3.5億円、業務経費1.2億円))を繰り越して使用することとし、単年度における収支の
均衡を図るよう調整し、財政支出額の負担軽減を図った。 
なお、この調整によって、収益対象となる当年度の交付予算は減少(対前期比△3.9億円)するこ
ととなり、当期利益は前期を大きく下回る5400万円(対前期比△３億円)となっている。 
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 ・ 随意契約の見直しの取組状況 統計センターでは、物品の調達、役務の供給等に係る契約手続について、従前から一般競争入
札の拡大に向けて取り組んできたところであるが、「公共調達の適正化について」(平成18年８月
25日財計第2017号)等を踏まえ、更なる随意契約の縮減に向けた取組を行っている。 
当期は、企画競争又は公募によらないいわゆる１社随意契約の年間割合を前期に比べ契約締結
の件数ベースで約9.1％削減、年間支出金額ベースでは約3.7％削減している。 
１社随意契約の主な理由は、開発させたソフトウェアについて、その機能の改修、障害対応の
保守等、開発者のみが有する技術等を要しなければ履行が不可能であったこと等である。 
今後も業務の履行に影響のない範囲において、随意契約を積極的に見直し、適切な契約の実施
に向けた取組を推進していく。 
 

 ・ 統計センターの会計処理の信頼性をよ
り高めるため、監査法人による外部監
査を実施する。 

 

統計センターでは政令の規定により外部監査人の監査を受ける義務がないものの、会計処理に
関する信頼性、透明性をより高めるため、監事による監査のほか、法定外監査として外部監査人(あ
ずさ監査法人)による会計監査を平成16年度決算から実施している。 
なお、当期の財務諸表等に関する監査結果は、平成16、17年度に引き続き、適正意見が表明さ
れている。 

 

当該業務に係る事業費用  当該業務に従事する職員数 901人の内数 

■当該項目の評価    

【評価結果の説明】 
 
 
「必要性」：  
「効率性」：  
 
「有効性」：  
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中期計画の該当項目 第４ 短期借入金の限度額 

■中期計画の記載事項 

各年度の運営費交付金等の交付期日にずれが生じることが想定されるため、短期借入金を借りることができるものとし、その限度額を２６億円とする。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 なし 
 

 

当該業務に係る事業費用  当該業務に従事する職員数  

■当該項目の評価 該当なし 

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第５ 重要な財産の処分等に関する計画 

■中期計画の記載事項 

なし 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 なし 
 

 

当該業務に係る事業費用  当該業務に従事する職員数  

■当該項目の評価 該当なし 

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第６ 剰余金の使途 

■中期計画の記載事項 

１ ＩＴ関連機器の整備 
２ 人材育成、能力開発 
３ 職場環境の改善 
４ 広報、成果の発表・展示 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 該当なし 
 

 

当該業務に係る事業費用  当該業務に従事する職員数  

■当該項目の評価 該当なし 

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第７ その他業務運営に関する事項 
１  施設及び設備に関する計画 

■中期計画の記載事項 

該当なし 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 該当なし 
 

 

当該業務に係る事業費用  当該業務に従事する職員数  

■当該項目の評価  

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第７ その他業務運営に関する事項 
  ２  人事に関する計画 

■中期計画の記載事項 

 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

・ 全国各地において業務説明会を開催す
ること等により、優秀な職員の採用に
努める。 

31の専門学校に出向き、業務説明会を実施した結果、18校の専門学校生から採用面接の申し込

みがあった。さらに、若手職員のメッセージ文を掲載した新規採用職員募集用パンフレットを作

成する等により、優秀な職員の採用に努めた。 

 

(１) 人材の確保  

・ 職員の能力向上のため、総務省統計局
を始めとする関係機関と幅広く人事交
流を行う。 

広い視野を持った人材を養成する観点から、引き続き四半期ごとに総務省統計局等と人事交流

を実施した。 

(２) 専門知識を有する職員
の採用 

 

・ 新規職員の採用に当たっては、民間企
業等での情報処理実務経験者の積極的
な採用に努める。 

① 外部研究者等の採用 

 製表技術に関する研究業務に当たる外部研究者を非常勤職員として平成17年度より１人増やし

２人を採用し、研究体制を強化した。また、平成17年度に引き続き、業務・システムの最適化を

実現するため、ＣＩＯ補佐官を非常勤職員として１人採用した。 

  

② 情報処理の専門知識を有する新規職員の採用

新規職員の採用に当たっては、情報処理関係の試験区分(電気・情報)の合格者の積極的な採用

に努めた。 

 

(３) 職員に対する評価制
度の導入 

・ 平成17年度から実施している「目標に
よる管理の手法を活用した評価制度」
について、適用上の問題点を再点検し、
引き続き、より適切な実施方法、評価
方法、インセンティブの付与等につい
て検討を進めるとともに、職員への定
着を図るため、同制度の趣旨や実施方
法等について、少なくとも年３回以上
の職員への情報提供を行う。さらに、
あらゆる機会をとらえて、職員がSTEP

平成17年度に引き続き、「目標による管理」の手法を用いたＳＴＥＰ制度を全組織及び全職員が

実施するとともに、運用上の注意事項等について、年４回の情報提供を行うことにより、同制度

の定着を図った。 
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制度の趣旨についての理解を深めるこ
とができるよう、説明及び積極的情報
提供を行う。 

・ 人員の削減等を行う 
ア 平成18年度は、業務の効率化により
８人の職員を削減し、年度末の常勤職
員の数を908人に見込む。 

 

 
業務の効率化により、平成18年度年度計画の目標である常勤職員８人削減を実現した(年度末常

勤職員数は901人)。 

(４) 人員の削減等 

イ 統計センターの業務に関して専門性

を有する人材を有効に活用するため、

定年退職職員について８人を再任用職

員として採用する。 

 

平成17年度末定年退職職員のうち８人を再任用職員(短時間勤務職員)として採用し、製表の専

門事項の処理に当たらせることにより、業務に関して専門性を有する人材を有効に活用した。 

 

当該業務に係る事業費用  当該業務に従事する職員数 901人の内数 

■当該項目の評価   

【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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中期計画の該当項目 第７ その他業務運営に関する事項 
  ３  その他業務運営に関する事項 

■中期計画の記載事項 

(１) 職員の安全確保  
    職員の安全を確保するため、安全衛生管理規程を作成する等の安全管理体制の整備を実施する。 
(２) メンタルヘルス等への対応  
   セクシャルハラスメントの防止、メンタルヘルス等についての管理体制の確立など、職場環境の整備を図る。 
(３) 危機管理体制の整備 
   災害や緊急事態に即応可能な危機管理体制を構築する。 
(４) 環境への配慮 
   環境への負荷の低減に資する製品の使用を推進するなど、環境に与える影響に配慮した業務運営を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

(１) 職員の安全確保  
 

・ 衛生委員会を毎月開催すること等を通
じて、安全衛生管理規程、職員の安全
管理体制等を的確に運用する。 

 

平成17年度に引き続き、衛生委員会の開催、産業医による職場巡視等を実施するとともに、職

場体操(リフレッシュ体操)の普及を図った。 

 

・ メンタルヘルス学習ソフトウェアによ
り、職員のメンタルヘルスの基礎知識
の向上を図るとともに、管理監督者の
ラインケアの向上を図る。また、メン
タルヘルス診断ソフトウェアにより、
自分のストレスへの気づきと対処を促
すとともに職場内のストレス度を把握
し、職場環境の改善に資する。 

 

平成17年度に引き続き、職員及び職場のストレス度が把握できるソフトウェアを活用した定期

ストレス診断を実施(平成18年５月及び11月)した。 

 

(２) メンタルヘルス等の対
応 

・ セクシャルハラスメント防止について
の管理体制を的確に運用する。 

平成17年度に引き続き、職員が注意すべき事項や監督者の役割、相談窓口等についてイントラ

ネットに掲示し、全職員に周知することにより、セクシャルハラスメントに関する職員の認識を

高めた。 
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(３) 危機管理体制の整備 ・ 「地震発生時における行動マニュアル
及び「災害時等における製表業務危機
管理マニュアル」の記載内容の周知を
図るなど、防災の日等の機会を捉え、
職員の防災に関する意識の向上に努め
る。 

」① 防災に関する事項の周知 

平成17年度に作成した「地震発生時における行動マニュアル」をイントラネットに掲示すると

ともに、避難経路の確認を含めた防災に関する事項について周知を徹底した。 

 

② 行動マニュアル等の作成 

平成17年度から製表業務に関する行動マニュアルの検討、作成に着手し、平成18年度に、「災害

における製表業務危機管理マニュアル」として決定した。また、イントラネットに掲示する等、

広く職員に周知を図った。 

 

 ・ 大規模な自然災害等の発生に備えて設
置した統計データのバックアップセン
ターの利用の拡大について検討する。

大規模な災害に備えて、平成17年度に整備した集計途中のデータを随時遠隔地に保管するデー

タバックアップ体制について、国勢調査以外の統計調査データへの適用を開始し、すべての周期

調査、経常調査について、バックアップ体制を整備した。 

 

(４) 環境への配慮 ・ 国等による環境物品等の調達の推進等

に関する法律（平成 12 年法律第 100

号）に基づき、適正な環境物品の 100％

調達を維持する。 

 

平成15年度から４年連続で、環境物品の100％調達を実現した。 

 

(５) その他 ・ 広報の実施 統計センターの役割、業務内容等についての理解を得るため、統計センターパンフレット(和英)

を統計広報展示室「とうけいプラザ」(東京タワーフットタウン４階)等に配布するとともに、月

刊誌「総務省」等各種雑誌に統計センター紹介記事を掲載した。 

 ・ 統計センターの役割・業務等の在り方
についての検討 

近年、産業構造や調査環境の変化、統計情報の多様で高度な利用へのニーズの高まり等統計行

政を取り巻く環境が大きく変化してきている。このため、統計センターにおける業務の在り方や

担うべき機能・役割についても検討を進める必要があることから、総務省統計局が、外部有識者

５人で構成する「統計センターの役割・業務等の在り方に関する研究会」を開催し、「統計セン

ターの役割・業務等の在り方に関する提言」(平成18年８月４日公表)がまとめられた。統計セン

ターにおいては、研究会に提出する製表業務関係の資料の作成等に参画する等同局と一体となっ

て取り組んだ。 

 

当該業務に係る事業費用 14,589千円 当該業務に従事する職員数 901人の内数 

■当該項目の評価   
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【評価結果の説明】 
 
「必要性」： 
 
「効率性」： 
 
「有効性」：
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